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2023 年９月 2０日（水）午後６時 

 

２０２３年度春夏 再チャレンジプログラム（４/４） 

作成：中野知美 

 

１ 会社法（商法）の論述について 

□ 事例に慣れる 

□ 条文を押さえる 

□ 事実関係の前提事情を押さえる 

 

＜課題＞ 

【前提事情】 

・Ｘ社は化学繊維の製造及び販売を目的とする「取締役会」設置会社 

・Ｙ社は国内にのみ本店及び支店を有し、洋服の製造及び販売を目的とする取締役会を置く

「取締役会」設置会社 

 

【時系列】 

２０２０年     Ｘが本件生地を在庫にかかえる 

２０２０年 Ｘ、Ｙでそれぞれ承認、Ｙによる詳細検査 

２０２０年９月１日 Ｘ→Ｙ 本件生地を１億円で売却 

２０２１年２月 本件生地への苦情発生 

        Ｙ→Ｘ通知 

 

［問］ 

ＸＹ間の法律関係について論じなさい。なお、Ｘ社は、本件生地が色落ちする事実について

知らなかったことを前提としてよい。 

 

（買主による目的物の検査及び通知） 

商法第５２６条 商人間の売買において、買主は、その売買の目的物を受領したときは、遅

滞なく、その物を検査しなければならない。 

２ 前項に規定する場合において、買主は、同項の規定による検査により売買の目的物が種

類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないことを発見したときは、直ちに売主に対

してその旨の通知を発しなければ、その不適合を理由とする履行の追完の請求、代金の減額

の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができない。売買の目的物が種類又は品

質に関して契約の内容に適合しないことを直ちに発見することができない場合において、

買主が六箇月以内にその不適合を発見したときも、同様とする。 
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３ 前項の規定は、売買の目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないこ

とにつき売主が悪意であった場合には、適用しない。 

 

 

（買主の追完請求権） 

民法第５６２条 引き渡された目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合し

ないものであるときは、買主は、売主に対し、目的物の修補、代替物の引渡し又は不足分の

引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、売主は、買主に不相当な負担を

課するものでないときは、買主が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすること

ができる。 

２ 前項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によるものであるときは、買主は、同項の規

定による履行の追完の請求をすることができない。 

 

（買主の代金減額請求権） 

第５６３条 前条第一項本文に規定する場合において、買主が相当の期間を定めて履行の

追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、買主は、その不適合の程度に応じ

て代金の減額を請求することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、買主は、同項の催告をすることなく、

直ちに代金の減額を請求することができる。 

一 履行の追完が不能であるとき。 

二 売主が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行をしな

ければ契約をした目的を達することができない場合において、売主が履行の追完をしない

でその時期を経過したとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、買主が前項の催告をしても履行の追完を受ける見込みが

ないことが明らかであるとき。 

３ 第一項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によるものであるときは、買主は、前二項

の規定による代金の減額の請求をすることができない。 

 

（買主の損害賠償請求及び解除権の行使） 

第５６４条 前二条の規定は、第四百十五条の規定による損害賠償の請求並びに第五百四

十一条及び第五百四十二条の規定による解除権の行使を妨げない。 

 

（催告による解除） 

第５４１条 当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が相当の期間を

定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、相手方は、契約の解除をする
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ことができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がその契約及び取引上

の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 

（債権者の責めに帰すべき事由による場合） 

第５４３条 債務の不履行が債権者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、債権

者は、前二条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

（債務不履行による損害賠償） 

第４１５条 債務者がその債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能で

あるときは、債権者は、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、

その債務の不履行が契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らして債務者

の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により損害賠償の請求をすることができる場合において、債権者は、次に掲

げるときは、債務の履行に代わる損害賠償の請求をすることができる。 

一 債務の履行が不能であるとき。 

二 債務者がその債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 債務が契約によって生じたものである場合において、その契約が解除され、又は債務の

不履行による契約の解除権が発生したとき。 

 

＜ポイント＞ 

・ＸとＹが商人であること 

・Ｙが検査をしていること 

・「色落ち」という欠陥の性質。 

 

 

 


